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1 ．はじめに
家庭科の高等学校学習指導要領（文部科学省，2010）
では，「家庭総合」の人の一生と家族・家庭の領域で，
以下のように，家族・家庭と法律について指導すること
が示されている。Ａの（1）で「家庭の機能と家族関係，
家族・家庭と法律，家庭生活と福祉などについて理解さ
せ，家族・家庭の意義，家族・家庭と社会とのかかわり
について考えさせるとともに，家族の一員としての役割
を果たし男女が協力して家庭を築き生活を営むことの重
要性について認識させる。」とし，解説では「婚姻，夫婦，
親子等に関する法律の基礎的知識を理解させる。」とし
ている。
家族に関わる法律は，私たちの日常の家族関係におい
てその存在はあまり意識されていないが，人生の節目ご
とに，または関係に変化が起こるたびに関わらざるを得
ないものである。学校卒業後そう遅くない時期に結婚す
る生徒もいることを考えれば，高校段階までに家族に関
わる法律である民法の第 4 編親族編・第 5 編相続編の基
本的な条文について理解できるように指導する必要があ
る。家族関係を扱う家庭科教育の中でできるだけ具体的
に教えることが望まれる。
また，社会の変化にともなって法律は変わるものであ
り，実情にそぐわない規定や差別的な規定は改めるべき
である。法律は一部専門家に任せるものではなく，私た
ち一人ひとりがより良い法律をめざして主張していく権
利がある。そのことを生徒も理解できるようにすること
も重要である。さらに，民法の上位規定として，日本国
憲法があること，国際的な条約に批准している限り，条
約を尊重することなど，民法と憲法，条約，さらに他の
法律との関係も視野に入れることも生徒が理解できるよ
うに指導する必要がある。
法律は，社会秩序の維持のために必要であり，さらに
民法は，個人間の財産や身分上の関係など，相互関係を
規定するためになくてならないものであるが，場合に
よっては，個人の自由を抑圧するものにもなり得る。例
えば，現在問題になっている民法第750条の夫婦の氏の
規定は，夫婦同姓を規定している。夫婦のどちらかがこ
れまで名乗ってきた氏の変更を迫られる。氏は人格権で
あるとされながら，氏の変更はその権利を侵害するもの
であり，法が個人の権利を制限しているのである。こう
した条文は見直されなければならないが，最高裁は，法
律を改正するのは立法府の責任であるとして，条文の文
章上での男女の不平等はないという見解を示している。
法律と現実の生活との間で齟齬が生じているときに，そ
れを修正していくのは，主権者である市民の力である。
法律を覚えるもの，守らなければいけないものととらえ
るだけではなく，国民の幸福のために自分たちで作って
いくものという意識を育てることが必要である。
高校の家庭科の授業では，4 単位の「家庭総合」よりも，
2 単位の「家庭基礎」を教える高校が増えており，全体
の授業時間数が少ない中で，内容を精査し指導内容を精
選することが求められる。家庭科でとり扱う民法第 4
編・第 5 編の内容は，①現行民法までの家族に関わる法
律の変遷，②基本的な条文，③1996年の法制審議会民法
部会の提出した「民法の一部を改正する法律案要綱案」
（法制審議会民法部会，1996）と最近の民法改正の動き
である。②，③は相互に関連しており，②の基本の条文
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を押さえながら，③を解説していくのが進めやすいと思
われる。高校段階では，第 4 編の第 2 章婚姻，第 3 章親
子，第 4 章親権，第 7 章扶養，第 5 編第 3 章相続の効力
を中心に，主な条文の理解を深めることを目標としたい。
本稿では，その中でも1996年の法制審議会民法部会の提
出した「民法の一部を改正する法律案要綱案」（同）の
5 つのポイントに焦点をあてて指導内容の検討を行う。
2 ．1996年の法制審議会民法部会の「民法の一部を
改正する法律案要綱案」の検討
⑴　婚姻適齢
婚姻適齢については，第731条で，「男は，18歳に，女
は，16歳にならなければ，婚姻をすることができない。」
と規定されている。1996年の改正案では男女ともに18歳
にする案が提案されている。現行民法の 2 年の年齢差は，
明治民法の男17歳，女15歳という年齢差を踏襲したもの
といわれており，婚姻年齢に差を設けることは男女平等
の観点から改めるべきだという意見である。この意見は
大勢であり，近いうちに男女とも18歳に法改正されるこ
とが予想されるが，このことによって，18歳未満で出産
した母親の子どもが嫡出子の身分を取得できないことに
なる。非嫡出子に対する差別的な扱いも同時に見なおす
ことが必要である。
⑵　再婚禁止期間 
第733条の再婚禁止期間の規定について，1996年の改
正案では，「女は，前婚の解消又は取消しの日から六箇
月を経過した後でなければ，再婚をすることができな
い。」の「六箇月」を「100日」にするように求めていた。
ようやく，2015年12月16日に100日を超える部分は違憲
であるという判決が出され，それを受けて，2016年 6 月
1 日に民法の改正法が成立し， 7 日に施行された。改正
によって，第733条は，「女は，前婚の解消又は取消しの
日から起算して百日を経過した後でなければ，再婚をす
ることができない。」と，再婚禁止期間が100日と改正さ
れた。
2015年12月16日の最高裁判所の大法廷の判決で，100
日超過部分が憲法24条 2 項にいう両性の本質的平等に立
脚したものでなくなっていたことも明らかであり，同部
分は，憲法14条 1 項に違反するとともに，憲法24条 2 項
にも違反するに至っていたというべきであるとし， 6 か
月の再婚禁止期間について違憲であるという判断が示さ
れた（最高裁判所，2015a）。
しかし，同時に，女性だけに規定されている再婚禁止
期間そのものの規定は，民法772条 2 項の嫡出性の推定
に関わる規定であり，憲法に違反していないという判断
も示された。以下，判決文の一部である。「民法772条 2
項は，『婚姻の成立の日から二百日を経過した後又は婚
姻の解消若しくは取消しの日から三百日以内に生まれた
子は，婚姻中に懐胎したものと推定する。』と規定して，
出産の時期から逆算して懐胎の時期を推定し，その結果
婚姻中に懐胎したものと推定される子について，同条 1
項が『妻が婚姻中に懐胎した子は，夫の子と推定する。』
と規定している。そうすると，女性の再婚後に生まれる
子については，計算上100日の再婚禁止期間を設けるこ
とによって，父性の推定の重複が回避されることにな
る。」（同）とした。
そして，「夫婦間の子が嫡出子となることは婚姻によ
る重要な効果であるところ，嫡出子について出産の時期
を起点とする明確で画一的な基準から父性を推定し，父
子関係を早期に定めて子の身分関係の法的安定を図る仕
組みが設けられた趣旨に鑑みれば，父性の推定の重複を
避けるため上記の100日について一律に女性の再婚を制
約することは，婚姻及び家族に関する事項について国会
に認められる合理的な立法裁量の範囲を超えるものでは
なく，上記立法目的との関連において合理性を有するも
のということができる。よって，本件規定のうち100日
の再婚禁止期間を設ける部分は，憲法14条 1 項にも，憲
法24条 2 項にも違反するものではない。」（同）とした。
日本国憲法14条 1 項では，「すべて国民は，法の下に
平等であって，人種，信条，性別，社会的身分又は門地
により，政治的，経済的又は社会的関係において，差別
されない。」と定めている。また，憲法の第24条は， 1
項で「婚姻は，両性の合意のみに基づいて成立し，夫婦
が同等の権利を有することを基本として，相互の協力に
より，維持されなければならない。」と定め，2 項で「配
偶者の選択，財産権，相続，住居の選定，離婚並びに婚
姻及び家族に関するその他の事項に関しては，法律は，
個人の尊厳と両性の本質的平等に立脚して，制定されな
ければならない。」と定めている。　　　
民法の772条と733条の整合性を考えるならば，この規
定は必要であるが，例えば，離婚の条件に100日を超え
る別居をいう規定を設けるならば，女性のみに再婚の制
限を設ける条文は不要である。772条と733条との関係性
のみで議論することから，他の規定も含めて広く検討す
ることが必要である。
⑶　夫婦の氏 
現行の第750条で「夫婦は，婚姻の際に定めるところ
に従い，夫又は妻の氏を称する。」と，夫婦同姓を規定
している。1996年の民法改正案では，「夫婦は，婚姻の
際に定めるところに従い，夫若しくは妻の氏を称し，又
は各自の婚姻前の氏を称するもの」としている。選択的
夫婦別姓制度といわれ，夫婦同姓でもよいし，別姓でも
よいし，どちらも選べるとしている。しかし，いまだに
この改正は実現していない。
「夫婦別姓を認めない民法の規定は憲法違反」だとし
て，事実婚の夫婦合わせて 5 人が日本国政府に対し損害
賠償を求めた訴訟で，2015年12月16日の最高裁判所大法
廷では，民法の規定を合憲とする判断を示し，上告を棄
却した。ただし裁判官15人のうち 5 人は違憲とする判断
し，特に女性裁判官 3 人は全員が違憲判断を示した（最
高裁判所　2015b）。
判決は，憲法，13条，14条 1 項，24条に違反するか
否かが主に論点とされた。まず，13条の「すべて国民
は，個人として尊重される。生命，自由及び幸福追求に
対する国民の権利については，公共の福祉に反しない限
り，立法その他の国政の上で，最大の尊重を必要とする。」
という規定に違反するか否かである。
家庭科教育で扱う家族関係に関する法律
─ 305 ─
判決文は，以下のとおりである。「論旨は，本件規定
が，憲法上の権利として保障される人格権の一内容であ
る『氏の変更を強制されない自由』を不当に侵害し，憲
法13条に違反する旨をいうものである。氏名は，社会的
にみれば，個人を他人から識別し特定する機能を有する
ものであるが，同時に，その個人からみれば，人が個人
として尊重される基礎であり，その個人の人格の象徴で
あって，人格権の一内容を構成するものというべきであ
る（中略）。しかし，氏は，婚姻及び家族に関する法制
度の一部として法律がその具体的な内容を規律している
ものであるから，氏に関する上記人格権の内容も，憲法
上一義的に捉えられるべきものではなく，憲法の趣旨を
踏まえつつ定められる法制度をまって初めて具体的に捉
えられるものである。 したがって，具体的な法制度を
離れて，氏が変更されること自体を捉えて直ちに人格権
を侵害し，違憲であるか否かを論ずることは相当ではな
い。」と違憲ではないと判断している。 
さらに，先に記載した14条との関係では，判決文は以
下の通りである。「本件規定は，夫婦が夫又は妻の氏を
称するものとしており，夫婦がいずれの氏を称するかを
夫婦となろうとする者の間の協議に委ねているのであっ
て，その文言上性別に基づく法的な差別的取扱いを定め
ているわけではなく，本件規定の定める夫婦同氏制それ
自体に男女間の形式的な不平等が存在するわけではない。
我が国において，夫婦となろうとする者の間の個々の協
議の結果として夫の氏を選択する夫婦が圧倒的多数を占
めることが認められるとしても，それが，本件規定の在
り方自体から生じた結果であるということはできない。」
とし，違憲でないとしている。
憲法24条との関係では，「婚姻に伴い夫婦が同一の氏
を称する夫婦同氏制は，旧民法（昭和22年法律第222号
による改正前の明治31年法律第 9 号）の施行された明治
31年に我が国の法制度として採用され，我が国の社会に
定着してきたものである。前記のとおり，氏は，家族
の呼称としての意義があるところ，現行の民法の下にお
いても，家族は社会の自然かつ基礎的な集団単位と捉え
られ，その呼称を一つに定めることには合理性が認めら
れる。（中略）そして，夫婦が同一の氏を称することは，
上記の家族という一つの集団を構成する一員であること
を，対外的に公示し，識別する機能を有している。特に，
婚姻の重要な効果として夫婦間の子が夫婦の共同親権に
服する嫡出子となるということがあるところ，嫡出子で
あることを示すために子が両親双方と同氏である仕組み
を確保することにも一定の意義があると考えられる。ま
た，家族を構成する個人が，同一の氏を称することによ
り家族という一つの集団を構成する一員であることを実
感することに意義を見いだす考え方も理解できるところ
である。さらに，夫婦同氏制の下においては，子の立場
として，いずれの親とも等しく氏を同じくすることによ
る利益を享受しやすいといえる。 加えて，前記のとお
り，本件規定の定める夫婦同氏制それ自体に男女間の形
式的な不平等が存在するわけではなく，夫婦がいずれの
氏を称するかは，夫婦となろうとする者の間の協議によ
る自由な選択に委ねられている。」とした。そして，「本
件規定の採用した夫婦同氏制が，夫婦が別の氏を称する
ことを認めないものであるとしても，上記のような状況
の下で直ちに個人の尊厳と両性の本質的平等の要請に照
らして合理性を欠く制度であるとは認めることはできな
い。したがって，本件規定は，憲法24条に違反するもの
ではない。」とした。
さらに，「夫婦同氏制の採用については，嫡出子の仕
組みなどの婚姻制度や氏の在り方に対する社会の受け止
め方に依拠するところが少なくなく，この点の状況に関
する判断を含め，この種の制度の在り方は，国会で論ぜ
られ，判断されるべき事柄にほかならないというべきで
ある。」として，司法の判断というよりも 国会での議論
とすべきであるとした。
なお，反対意見も判決文に掲載されている。 裁判官
山浦善樹の反対意見は，その理由として，「戦後，女性
の社会進出は顕著となり，婚姻前に稼働する女性が増加
したばかりではなく，婚姻後に稼働する女性も増加した。
晩婚化も進み，氏を改めることにより生ずる，婚姻前の
氏を使用する中で形成されてきた他人から識別し特定さ
れる機能が阻害される不利益や，個人の信用，評価，名
誉感情等にも影響が及ぶといった不利益は，極めて大き
なものとなってきた。このことは，平成 6 年に法制審議
会民法部会身分法小委員会の審議に基づくものとして法
務省民事局参事官室により公表された『婚姻制度等に関
する民法改正要綱試案』においても，述べられていると
した。そして，「上記改正案は，本件規定が違憲である
ことを前提としたものではない。しかし，……本件規定
が主として女性に不利益・不都合をもたらしていること
の指摘の他，『我が国において，近時ますます個人の尊
厳に対する自覚が高まりをみせている状況を考慮すれ
ば，個人の氏に対する人格的利益を法制度上保護すべき
時期が到来しているといって差し支えなかろう。』，『夫
婦が別氏を称することが，夫婦・親子関係の本質なり理
念に反するものではないことは，既に世界の多くの国に
おいて夫婦別氏制が実現していることの一事をとっても
明らかである。』との説明が付されており，その背景には，
婚姻の際に夫婦の一方が氏を改めることになる本件規定
には人格的利益や夫婦間の実質的な平等の点において問
題があることが明確に意識されていたことがあるといえ
るのである。」とした。さらに，「世界の多くの 国にお
いて，夫婦同氏の他に夫婦別氏が認められている。かつ
て我が国と同様に夫婦同氏制を採っていたとされるドイ
ツ，タイ，スイス等の多くの国々でも近時別氏制を導入
しており，現時点において，例外を許さない夫婦同氏制
を採っているのは，我が国以外にほとんど見当たらない。 
我が国が昭和60年に批准した『女子に対するあらゆる形
態の差別の撤廃に関する条約』に基づき設置された女子
差別撤廃委員会からは，平成15年以降，繰り返し，我が
国の民法に夫婦の氏の選択に関する差別的な法規定が含
まれていることについて懸念が表明され，その廃止が要
請されるにまで至っている。」とした。さらに，「以上を
総合すれば，少なくとも，法制審議会が法務大臣に『民
法の一部を改正する法律案要綱』を答申した平成 8 年以
降相当期間を経過した時点においては，本件規定が憲
法の規定に違反することが国会にとっても明白になって
いたといえる。また，平成 8 年には既に改正案が示され
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ていたにもかかわらず，現在に至るまで，選択的夫婦別
氏制等を採用するなどの改廃の措置はとられていない。」
とし，「本件立法不作為は，現時点においては，憲法上
保障され又は保護されている権利利益を合理的な理由な
く制約するものとして憲法の規定に違反することが明白
であるにもかかわらず国会が正当な理由なく長期にわ
たって改廃等の立法措置を怠っていたもの」とした。
夫婦別姓を認めないことによる不利益の方が大きく，
しかも，憲法で保障されている権利が侵害されている状
況が認められ，750条の見直しがなされるべきであるが，
国会での議論が進んでいないのが現状である。
⑷　裁判上の離婚
現行の第770条では，「夫婦の一方は，次に掲げる場
合に限り，離婚の訴えを提起することができる。」とし，
以下の 5 項目を挙げている。「一 　配偶者に不貞な行為
があったとき。二 　配偶者から悪意で遺棄されたとき。 
三 　配偶者の生死が三年以上明らかでないとき。 四 　
配偶者が強度の精神病にかかり，回復の見込みがないと
き。 五 　その他婚姻を継続し難い重大な事由があると
き。」である。
1996年の改正案では，以下のように改正案をまとめた。
「夫婦の一方は，次に掲げる場合に限り，離婚の訴えを
提起することができるものとする。ただし，（ア）又は
（イ）に掲げる場合については，婚姻関係が回復の見込
みのない破綻に至っていないときは，この限りでないも
のとする。（ア）配偶者に不貞な行為があったとき。（イ）
配偶者から悪意で遺棄されたとき。（ウ）配偶者の生死
が三年以上明らかでないとき。（エ）夫婦が五年以上継
続して婚姻の本旨に反する別居をしているとき。（オ）
（ウ），（エ）のほか，婚姻関係が破綻して回復の見込み
がないとき。裁判所は，一の場合であっても，離婚が配
偶者又は子に著しい生活の困窮又は耐え難い苦痛をもた
らすときは，離婚の請求を棄却することができるものと
する。（エ）又は（オ）の場合において，離婚の請求を
している者が配偶者に対する協力及び扶助を著しく怠っ
ていることによりその請求が信義に反すると認められる
ときも同様とするものとする。」（法制審議会民法部会，
1996）という案である。
戦後の日本の裁判離婚は，有責主義の考えのもとに，
離婚の原因を作った側からの離婚請求を長い間認めてこ
なかった。1996年の改正案は，離婚の原因を作った責任
の有無を問わずに，夫婦の関係が破たんし回復の見込み
がない時には，離婚を認めるという破たん主義の考え方
を導入した案である。有責主義の考え方を明確に示した
判例は，1952年 2 月19日最高裁判所第三小法廷での「離
婚請求」の事件名の判決である。この判決は，民法770
条第 1 項第 5 号の「婚姻を継続し難い重大な事由がある
とき」にあたらない一事例と，判事事項に記載されて
いる。裁判要旨は，「夫が妻を差し措いて他に情婦を持
ち，それがもとで妻との婚姻関係継続が困難になった場
合，それだけで夫の側から民法第770条第 1 項第 5 号に
よって離婚を請求することは許されない。」（最高裁判所，
1952）とし，夫の請求が棄却されている。
こうした考え方に対し，初めて有責配偶者からの離婚
請求を認めたのが，1987年 9 月 2日の最高裁判所大法廷
での「離婚」の事件名の判決である。判事事項は，「一　
長期間の別居と有責配偶者からの離婚請求，二　有責配
偶者からの離婚請求が長期間の別居等を理由として認容
すべきであるとされた事例」とされている。裁判要旨は，
「一　有責配偶者からされた離婚請求であっても，夫婦
がその年齢及び同居期間と対比して相当の長期間別居し，
その間に未成熟子がいない場合には，相手方配偶者が離
婚によって精神的・社会的・経済的に極めて苛酷な状態
におかれる等離婚請求を認容することが著しく社会正義
に反するといえるような特段の事情のない限り，有責配
偶者からの請求であるとの一事をもつて許されないとす
ることはできない。二　有責配偶者からされた離婚請求
であっても，夫婦が三六年間別居し，その間に未成熟子
がいないときには，相手方配偶者が離婚によって精神的・
社会的・経済的に極めて苛酷な状態におかれる等離婚請
求を認容することが著しく社会正義に反するといえるよ
うな特段の事情のない限り，認容すべきである。」という
ものである。（最高裁判所，1987）。
この判決は全面的に破たん主義を認めたわけではなく，
一定の苛酷条項を設けている。上記の裁判趣旨にも記載
されているように， 1 ．夫婦がその年齢及び同居期間と
対比して相当の長期間別居している， 2 ．その間に未成
熟子がいない，3 ．相手方が離婚によって精神的・社会的・
経済的に極めて苛酷な状態におかれないときには，有責
配偶者からの離婚請求を認めるということである。「有
責配偶者からの離婚請求は認めない」という原則は維持
しつつ，一定要件の下では離婚請求を認めるという判例
であり，その後の判例の参照基準になっている。第770
条の改正の議論はあまり活発ではないが，法律上では有
責主義の立場を維持しているものの，判例のレベルで破
たん主義の考え方が示されるようになっている。実質的
なところで移行し，法律を実態に合わせていく段階に
入っており，具体的な検討が必要になっている。
⑸　法定相続分 
法定相続分を定めた第900条の 「同順位の相続人が数
人あるときは，その相続分は，次の各号の定めるとこ
ろによる。」の第 4 項が，2013年12月11日に改正され
た。この 4 項は，改正前には，「嫡出でない子の相続分は，
嫡出である子の相続分の二分の一」とすると規定されて
おり，1996年の改正案で「嫡出でない子の相続分は，嫡
出である子の相続分と同等とする」という案が示されて，
非嫡出子の相続差別の解消が目指されていた。
2013年12月11日の改正では， 4 項「子，直系尊属又は
兄弟姉妹が数人あるときは，各自の相続分は，相等しい
ものとする。ただし，嫡出でない子の相続分は，嫡出で
ある子の相続分の二分の一とし，父母の一方のみを同じ
くする兄弟姉妹の相続分は，父母の双方を同じくする兄
弟姉妹の相続分の二分の一とする。」 の「嫡出でない子
の相続分は，嫡出である子の相続分の二分の一とし，」
の部分が削除された（2013年12月11日民法の一部を改正
する法律第九四号で削除）。したがって，ただし以下は，
「ただし，父母の一方のみを同じくする兄弟姉妹の相続
分は，父母の双方を同じくする兄弟姉妹の相続分の二分
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の一とする。」とされた。
この嫡出でない子の相続分差別の解消は，2013年 9 月
4 日の最高裁判所の決定で，民法の規定のうち嫡出でな
い子の相続分を嫡出子の相続分の 2 分の 1 とする部分に
ついて，遅くとも平成13年 7 月当時において，法の下の
平等を定める憲法14条 1 項に違反していたとの決定をし
た。そこで，違憲とされた規定を改め，嫡出子と嫡出で
ない子の相続分を同等とする改正が必要になった。
2013年 9 月 4 日最高裁判所大法廷決定は，「遺産分割
審判に対する抗告棄却決定に対する特別抗告事件」での
決定である。理由の部分を主な内容を抜粋すると，まず，
「本件規定により嫡出子と嫡出でない子との間で生ずる
法定相続分に関する区別が，合理的理由のない差別的取
扱いに当たるか否かということであり，……そのような
区別をすることに合理的な根拠が認められない場合には，
当該区別は，憲法14条 1 項に違反するものと解するのが
相当である。」（最高裁判所，2013）とした。
さらに，「昭和22年民法改正時から現在に至るまでの
間の社会の動向，我が国における家族形態の多様化やこ
れに伴う国民の意識の変化，諸外国の立法のすう勢及び
我が国が批准した条約の内容とこれに基づき設置された
委員会からの指摘，嫡出子と嫡出でない子の区別に関わ
る法制等の変化，更にはこれまでの当審判例における度
重なる問題の指摘等を総合的に考察すれば，家族という
共同体の中における個人の尊重がより明確に認識されて
きたことは明らかであるといえる。そして，法律婚とい
う制度自体は我が国に定着しているとしても，上記のよ
うな認識の変化に伴い，上記制度の下で父母が婚姻関係
になかったという，子にとっては自ら選択ないし修正す
る余地のない事柄を理由としてその子に不利益を及ぼす
ことは許されず，子を個人として尊重し，その権利を保
障すべきであるという考えが確立されてきているものと
いうことができる。」（同）とした。
民法改正案を可決した国会では，同時に採決した戸籍
法の改正案は否決し，婚外子の差別の問題は，解消途中
にあるが，子を個人として尊重するということが明確に
打ち出されたことは重要なことである。
3 ．まとめ
以上，1996年の法制審議会民法部会の「民法の一部を
改正する法律案要綱案」を中心に，近年の法改正や判例
を検討すると，個人の尊厳を定めた憲法13条，法の下の
平等を定めた憲法14条，そして家庭生活における個人の
尊厳と両性の本質的平等を定めた憲法24条は，家族の法
律を検討する上での法的根拠となるものであることが確
認できる。高校生に実際の判決文などを解説することは，
憲法のこれらの条項が民法第 4 編，第 5 編と非常に深く
関連していることを理解させる上で有効であると考えら
れる。
さらに，今回取り上げた法改正の背景について，国民
の意識の変化，諸外国の立法の趨勢，および日本が批准
した条約の内容など，法律を取り巻く社会状況が深くか
かわっていることも判決文から読み取ることができる。
近年の法改正の動きを学ぶことによって，法律が覚える
もの，暗記するものではなく，変わっていくもの，変え
られるものということを実感し，自分の身近な人間関係
に関わる法律をより良くしていくことに主体的にかかわ
る意識が醸成されると考えられる。
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